大阪府行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用に関する条例の改正（概要）

財務部行政改革課
■改正の理由
　・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第９条第２項に基づき、大阪府における知事部局等の同一機関内において特定個人情報を利用（庁内連携）する規定を整備するため。
■改正の内容
・知事部局等の同一機関内において、特定個人情報を利用するための規定を条例第３条に規定する。
■施行期日
　平成29年５月30日
　（理由）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の施行日とあわせるため。
■政策アセスメント・制度間調整

　なし
